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特集　現代の財政金融

　　　　　　　　家計の預・貯金需要と店舗サーヴィス＊

堀内昭義・佐々木宏夫

，

●

■

第1節1序 論

　民間の銀行によって供給される預金，およびそ

れと密接な代替関係にあると考えられる郵便貯金

は安全であると同時に完全な分割可能性をもった

価値貯蔵手段として，今日にいたるまでわが国の

家計部門の金融資産のもっとも重要な構成要素で

あり続けている1）。これらの銀行預金および郵便

貯金（預・貯金）は，全国各地に店舗をもつ銀行，

郵便局によって扱われ，ており，家計はそれらの店

舗を通じて預・貯金の残高を調整することによっ

て，日々の取引決済を頻繁におこなうことができ

る。すなわち，資産保有者としての家計の観点か

らすると，預・貯金は銀行あるいは郵便局の店舗

網を基礎とする非金銭的な便益をその保有者に提

供するという特徴を具えているのである。この非

金銭的便益を多少具体的に説明するとすれば，ま

ず第1に資産保有者にとって，その住居の近隣に

銀行等の店舗が存在すること自体，かなり頻繁に

なされる預金の預け入れや引出しのための取引費

用を低下させることを意味するであろう。また，

店舗において預金者に若干の商品やサーヴィスが

　＊　本稿の作成段階において多くの方々から批判，

助言をたまわった。とりわけ蝋山昌一，高橋俊治の両

氏，および鬼塚雄丞氏をはじめ横浜国立大学経済学部

スタッフ，そして一橋大学経済研究所の同僚からのコ

メントは，本稿の内容をより明確なものにする上で大

いに役立っている。しかし，本稿に見られる不完全な

点は，言うまでもなく，筆者たち自身の責任に帰すべ
きものである。

　1）　以下では「銀行」という用語の中に，預金を取

扱う全ての民間金融機関を含める。つまり，相互銀行

をはじめとするいわゆる中小企業金融機関や農協は，

それぞれ預金の受入れ業務をおこなっているので，こ

こでいう銀行の中に含まれている。逆に，長期信用銀

行や信託銀行は原則的には預金の受入れをおこなわな
いので，ここでは銀行の中に含まれない。

提供されるし，また店舗を基点として，銀行の勒

誘員が集金サーヴィス，情報の伝達等のサーヴィ

スを提供している。このような預・貯金の保有者

に対して提供される非金銭的便益の全てが店舗と

かかわりをもっていると言うことはできない。し

かしその多くが店舗の存在と深くかかわっている

ことは確かなことである。以下では上に述べたよ

うな銀行あるいは郵便局の店舗を基礎として，

預・貯金者に対して明示的あるいは暗黙的に提供

されていると思われる非金銭的便益を一括して

「店舗サーヴィス」と呼ぶ。この「店舗サーヴィ

ス」は，他の条件が一定であれば，銀行，郵便局

の店舗の数が大きいほど，より多量に預・貯金の

保有者に提供されていると応えることができるで

あろう。

　「店舗サーヴィス」は，既に述べたように，わ

が国にかぎらず多くの国々の金融構造においで

伝統的に重要な位置を占め続けてきた預・貯金を

特徴づけるものとして重要であるばかりではない。

一国の金融構造の長期的な変化を規定する上で，

「店舗サーヴィス」は重要な役割を演じるかも知

れない。とりわけ，わが国をも含む多くの諸国に

おいてそうであるように，預・貯金の金利に対し

て規制が加えられており，これらの資金の需給関

係を反映して金利が伸縮的に調整されることが妨

げられている揚合には，「店舗サーヴィス」の存

在は重要である。わが国では臨時金利調整法（昭

和22年施行）に基づく日本銀行のガイド・ライン

によって，事実上預金金利に対して上限規制が加

えられてきたが，この預金金利規制は店舗網の拡

大による「店舗サーヴィス」の増加を伴ってきた。

つまり，低い預金金利の下で「店舗サーヴィス」

を充実することによって，多額の預金を集めるこ

とが収益の増大をもとめる個々の銀行にとって有
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利だったのである。預金金利の規制は，銀行経営

における「店舗サーヴィス」の重要性を高める結

果，預金金利が規制されなかった揚合に比較して，

より多数の店舗を設立する誘因を銀行に与えたこ

’とであろう2）。また店舗サーヴィスという非金銭

的便益をめぐって，民間銀行の間でおζなわれる

激しい競争砥，預・貯金の分野での金利規制の実

効性を減殺しているかも知れない3）。表面的な金

利規制にもかかわらず，わが国においては，「店

舗サーヴィス」等の非金銭的便益による非価格競

争が各地域で激しく展開された結果，預・貯金の

分野においてさえ有効な競争が実現されたとする

見解もみられる唾）。

　しかし，筆者の知るかぎりでは，店舗サーヴィ

スに代表される非金銭的便益がわが国の家計の資

産選択，就中預・貯金需要にどのような影響を与え

ているかを実証的に分析した研究は皆無と言えよ

う。この点についての実証分析を踏まえることな

しには，たとえばわが国の銀行業において激しく

展開され，ていると思われる店舗を基点とする非価

格競争が，実質的に預金金利の伸縮的な変動に代

る役割をはたすことによって，家計の預・貯金の

1保有額を有意に引上げる結果となったか否かとい

った問題に確定的な解答を与えることはできない

のである。本稿の目的は，家計の金融資産選択に

関する（都道府県別の）クロス・セクション・デー

タを用いることによって，店舗サーヴィスが人々

　　2）　大蔵省は，銀行が競って店舗網を拡大すること，

　つまり店舗設置の「過当競争」をチェックするための

　手段としていわゆる店舗規制を実施してきた。しかし，

　この「過当競争」の誘因が預金金利規制によって与え

　られ’ているとすれば，この店舗規制は本末転倒である。

　　3）　南部鶴彦氏の研究によれば，わが国の銀行業に

　おいては，預金金利規制に誘発される非価格競争のた

　めの支出が，他の産業に比較してかなり高い水準にな

・っている。南部鶴彦「銀行業の非価格競争と預金金利

　規制」『季刊理論経済学』第29巻，第1号（1978年4
　月）。

　　4）　たとえば，E．　Sakakibara，　R．　Feldman，　alld

　Y．Haτada，“Japanese　Financial　System　ill　Com－

　parative：Perspective，”（A　paper　prepared　for　a

　part　of　the　Program　on　U．　S．一Japan　Relations　of

　the　Center　for　International　Affairs　at　Harvard

　University）にこの点の示唆がなされている（136～39

　ページ）。

Vo1．33　No．3

の預・貯金需要に如何なる影響を与えてきたかを

計量的に把握することである。ただし，本稿で店

舗サーヴィスと呼ぶ非金銭的便益をどのように定

義するのが妥当か，といった差し当り確定な答え

を与えることが困難な問題が存在していることを

あらかじめ率直に認めておくべきであろう。本稿

では，次の第2節の冒頭において，店舗サーヴィ

スのもっともらしい指標を統計的に与えるが，こ

の定義が完全無欠であることを主張するつもりは

筆者にもない。本稿の目指すところは，銀行業，

あるいはもっと広く金融業においてその存在がし

ばしば指摘される非価格競争のあり方，あるいは

その効果に関する本格的な研究の第一歩を，とく

に家計の預・貯金需要の分野において踏み出すこ

とである。

　次の第2節においては，本稿の計量分析におい

て検討される具体的仮説に関する説明，および店

舗サーヴィスの定義に関する説明が多少詳しくお

こなわれている。第3節には，第2節で説明され

た家計の預・貯金需要に対する店舗サーヴィスの

効果に関する仮説の計測結果とその結果の含意に

ついての検討が示されている。最後の第4節では，

本稿の計量分析に関するまとめが述べられている。

第2節：店舗サーヴィスの預・貯金需要に

　　　　　　　対する効果

　基本的仮説

　わが国の銀行にとって，店舗が預金獲得のため

に非常に重要な意義をもち続けてきたことは恐ら

く否定し得ないところであろう。個々の銀行にと

っても，あるいはそのグループにとっても，その

店舗網を相対的に急速に増加させることによって，

銀行業においてより多額の預金を引きつけること

が可能となるのである。この点は，第1表をみれ，

ば明らかである。第1表は各都道府県における都

市銀行をはじめとする各種の銀行の預金残高の相

対的シェアをそれぞれの地域（都道府県）における

それらの貸出残高のシェアと，店舗シェアとで説

明した回帰式の計測結果を示している5）。この計

　5）　この回帰式において，貸出残高シェアが説明変

数に含まれているのは，銀行の貸出の増加が結果とし
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　第1表　各種銀行の預金シェアの決定要因
（預金シェア）＝α〇十α1（店舗シェア）十α2（貸出シェア）
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0．593（29．21）
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0．931

0．956
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0．948
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0．983

0．692
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0．497
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（注）預金シェアおよび店舗シェアは，それぞれ各都道府

　県の全国銀行，相互銀行，信用金庫，信用組合，農業

　協同組合，そして郵便局の預金合計額，店舗総数に占

　める割合（百分率）である。また貸出シェアはやはり各

　都道府県における，上記金融機関から郵便局を除外し

　たものの貸出合計額に占める，各銀行貸出の割合（百
　分率）である。ただし表の（）内は孟値。

（資料出所）　日本銀行統計局『都道府県別経済統計』

測結果によれば，いずれの時点においても，各種

銀行の都道府県ごとの預金シェアが店舗シェアに

よって，きわめて高い有意性をもって説明されて

いる。しかもこの結果は昭和35年以降，最近時

点の昭和55年に至るまで一貫して成立している

のである。かくして，わが国の銀行にとっては，

店舗網をどの程度の速度で拡大することが可能で

あるかが，預・貯金の分野における自らの相対的

重要性の推移を規定する重要な要因であったこと

を窺い知ることが可能である。よく知られている

てその銀行の預金残高の増加をもたらすという側面を

捉えるためである。

ように，大蔵省による店舗行政は，事実上各種の

銀行の店舗数の増加率を規定しているので，この

店舗行政がわが国銀行業の構造を決定する上で非

常に重要な役割を果たしてきたと判断することが，

第1表の結果によって許されるであろう6）。

　しかし，このことは郵便局をも含む金融機関の

店舗の増加，さらには本稿でいうところの店舗サ

ーヴィスの増加が人々の預・貯金需要を有意に増

大させることを必ずしも意味するものではない。

ある特定の銀行の店舗数，およびそれに伴う店舗

サーヴィスは，その銀行の預金に対する人々の需

要を増加させることは確実であるとしても，それ

が他の金融機関の預・貯金需要の減少と対応した

ものであるかも知れないのである。もし，そうだ

とすれば店舗サーヴィスという非金銭的便益を手

段とする銀行間の非価格競争は，家計の預・貯金

需要を全体として増加させるのではなく，限られ

た需要額のシェア（分け前）．を争奪することを意味

するだけであろう。この揚合には，わが国の銀行

が各地域において激’しい非価格競争を展開したと

しても，全体としての人々の預・貯金額の増加を

もたらすという意味での，その競争の有効性には

疑問が差しはさまれることになる。また，このこ

とは店舗サーヴィスという非金銭的便益の提供自

体が金利の比較的自由な金融資産から，預・貯金

へのシフトをもたらす上で有効でないことを意味

する。つまり，比較的少額の預・貯金の分野にお

ける金利規制の継続によって，結局のところその

ような規制された預金債務の供給を主たる業務と

する銀行が非価格競争の激しさにもかかわらず，

金融構造の中でその相対的な重要性を次第に失っ

ていくであろうと予想されるのである。このよう

に考えてみると，銀行および郵便局による店舗サ

ーヴィスの提供が家計による預・貯金需要全体に

どのような影響を与えているかを知ることの重要

性が明らかとなる。以下の計量分析の主眼は差し

　6）　この点についてのもう少し詳しい議論について

は堀内昭義「わが国銀行業の長期的構造変化　　都市

銀行シェア・ダウンの実証分析」貝塚啓明他編『金融

証券講座：第V巻，金融・証券政策の課題』（東洋経済

新報社，昭和56年）を参照されたい。
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当り入手可能なクロス・セクション・データを利

用することによって，この問題に接近することに

ある。

　本稿において，直接考察される仮説を形式的に

表現すると次のようになる。仮に，預・貯金を扱

う銀行（ここに郵便局も含めて考える）が第1と第

2との2種類のグループに大別できるとしよう。

家計のそれぞれのグループの預・貯金に対する需

要関数を下の（1），（2）のように表現することがで

きると仮定する。

　エ）1二五（理，ぎ1，乞2，B＆，．882；X）　　　　　（1）

　　　　　　　　　㊥　　θ
　刀2＝乃（E4，ぎ1，ゼ2，B81，．882；X）　　　（2）

　　　　　　　　　θ　　㊥
D1，一〇2はそれぞれ第1及び第2の銀行グループの

預・貯金に対する家計の需要額，瑚は家計の保

有する金融資産額，ゼ1，ゼ2はそれぞれの預・貯金に

支払われる利子率，そしてB＆，B82はそれぞれの

銀行グループの店舗サーヴィスの指数である。ま

たXは家計の預・貯金の選択に影響を与えるそ

の他のパラメターを全て含むベクトルを示してい

る。（1），（2）の両式の説明変数β＆，一882の下に符

号が示してあるように，店舗サーヴィスB＆，B82

の適切な指数が定義できれば，各銀行グループの

預・貯金に対する家計の需要は，その銀行グルー

プの提供する店舗サーヴィスの増加関数となり，

またそれと競合する銀行グループによって提供さ

れる店舗サーヴィスの減少関数となるであろう。

たとえば，第1のグループの銀行による店舗サー

ヴィスB81の増加は，その預金需要刀1を増加さ

せると同時に，ある程度第2のグループの預金に

対する．需要1）2を減少させる効果　　以下では，

この効果を便宜的に，店舗サーヴィスの交叉効果

と呼ぶ一をもつものと考えられる。したがって，

この店舗サーヴィスB81の増加が預・貯金全体

の需要をどのように変化させるかは，上に述べた

相反する2つの効果を呪わせたものが，どのよう

な値をとるかに依存する。つまり，預・貯金全体

に対する需要関数は，（1），（2）と同様の考え方に

従って　　　　　　　　　　　　　，

　エ）、＋1）2＝ア（F、4．，ゼ1，ゼ2，。BS1，．882；．Y）　　（3）

と一般的に表現することができるであろう。この

閉合，関数／（）がそれぞれBSエ，　B82の増加関数

Vo1．33　No．3

になるか否かを先験的に判断することはできない

のである。本稿では，試みに定義された店舗サー

ヴィスの指標が（1），（2）式に示されている預・貯

金需要に対する交叉効果をもつものであるかどう

かをチェックすると同時に，それらの店舗サーヴ

ィスが（3）式に表現されているような預・貯金全

体の需要に対してどのような影響を与えているか

を統計的に検討する。以下に説明するように，計

測に利用されるデータは都道府県別のクロス・セ

クション・データであるので，（1）から（3）式まで

の需要関数に含まれている利子率乞1，ゼ2は意味を

もたない。なぜならこれらの利子率が地域毎に異

なることは，わが国の状況から推測して，あり得

ないからである。またベクトルXの中．にはジ預・

貯金以外の金融資産を保有することから期待され

る金銭的な収益率が含まれていると考えるべきで

あるが，この金銭的な収益率自体が都道府県毎に

異なっていると考えることはできない。したがっ

て，本稿のようなクロス・セクション・データに

基づく分析においては，それらの収益率も何ら重

要な意味をもつことはない。しかし，預・貯金をF

取扱う銀行以外の金融機関，とりわけ証券会社の

店舗はクロス・セクション・データでみた家計の

預・貯金需要に有意な影響を与えるかも知れない。

証券会社の店舗が比較的多数存在しており，それ

ゆえに店舗サーヴィスがより豊富に供給されてい

る地域に居住する家計は，そうでない地域の家計

に比較して，他の条件が一定であれ’ぱ，預・貯金

需要額を低め，その代りに有価証券等の需要額を

高めている可能性があるからである7）。そこで本隔

　7）　証券会社が取扱う証券類は，一般に，預・貯金

に比較して情報収集の必要性などが取引費用を高めて

いる。この取引費用は金融取引における規模の経済性

の根本原因をなしており，少額の資金運用をおこなう

家計にとっては，証券等の頻繁な取引は費用の嵩むこ

　とである。それゆえに，証券等を保有する家計にとっ

て，証券会社の店舗サーヴィスは，預・貯金の場合の

店舗サーヴィスほどには重要でないだろう。しかし，

近年証券会社は，中期国債ファンドに典型的にみられ

るような，分割可能性が高く，しかも商品の規準化が

進められて，投資家にとって情報費用などが低められ

ている金融資産の売り出しを積極的におこなっている。

こうした商品の導入は，家計の預・貯金需要に対する

証券会社店舗サーヴィスの影響力を高めるであろう。

■

敷
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周置は証券会社による店舗サーヴィスも家計の

預・貯金に対する需要に影響を与える要因として

取上げることにする。

　店舗サーヴィスの定義

　計量分析の基礎となるデータは総理府統計局

『全国消費実態調査報告』からもとめられる。こ

の報告書の第8巻貯蓄編には，都道府県別に平均

的な世帯（勤労者世帯および個人営業世帯）の貯蓄

現在高，年間収入等の統計と並んで，保有されて

いる金融資産の大まかな構成，特に民間銀行，金

融機関への預金（定期預金および普通預金）と郵便

貯金（定額貯金および通常貯金）の残高が与えられ

ている8）。この統計資料から，都道府県別の平均

的な家計の預・貯金の絶対額，およ．びその金融資

産保有額に占める各預・貯金の比率などを知るこ’

とができる。ただし，民間の銀行の預金に関して

は，銀行の種類別の預金の細分はおこなわれてい

ない。そのため，以下の計測で利用できる預・貯

金の分類は民間の預金対郵便貯金というものだけ

である。つまり民間の銀行相互間の店舗サーヴィ

スの交叉効果などを計測することは差し当り利用

可能なデータからは不可能なのである9）。

　ところで，計量分析を進める上での最大の難関

は，上述の預・貯金データに対応する店舗サーヴ

ィスの指標をどのように作成するかというこ．とで

ある。これまでの説明から明らかなように，本稿

の分析にとって店舗サーヴィスという変数は本質

　8）　ただし，この貯蓄編が発表されるようになった

のは昭和44年分の調査結果からであり，現時点で利

用可能なのは，44年，49年，54年の3ヵ年の統計だ
けである。この調査は，下の表に示してあるように全

国でほぼ4万の世帯を対象としている。

　表　『全国消費実態調査報告：貯蓄編』の集計世帯数

｝昭和・4年1昭和49年i昭和・・年

的なものであるが，しかし，その定義の妥当性を

評価する先験的な基準は存在しない。以下では便．

宜的に2種類の指標を作って，それを計測に利用

するが，その定義はある程度の常識的な配慮に基

づくものである。その定義の妥当性はこれまでの

家計の預・貯金需要についての簡単な理論モデル

と計測結果との対応関係によって判断すべきであ

ろう。

　店舗サーヴィスの指標を作るに当っての基本的

な考え方は，資産保有者にとって銀行がその住居

の近所に存在するほど，店舗サーヴィスがより多

く供給されているというものである。ζの考え方

に従うと，店舗サーヴィスめ指数として，次のよ

うな定義が妥当である。即ち，ある銀行（ないし

そのグループ）が特定の地域で供給している店舗

サーヴィスの量を，その地域における当該銀行

ないし（そのグループ）の1世帯当り店舗数に適当

な人口密度をかけ合わせた数値として定義する．の

である10）。この野合，人口密度は各地域における

世帯の物理的な分布状態を示す代理変数の役割を

はたしている。店舗サーヴィスのこの定義を別の

形で説明すると，次のようになるであろう。ある

地域の世帯数を丑11），特定の銀行（あるいはそめ

勤労者世帯
個人営業世帯

27，707

9，968

33，131

10，070

33，066

9，042

合　計 ・ろ675i脚1・劉・・8

　9）　因に，日本銀行の『都道府県別経済統計』には，

都道府県別の各種銀行（郵便局を含む）の預金残高がよ

り細分化された形で与えられている。しかしこのデー

タには家計の預・貯金ばかりでなく，事業法人等の預

金も含まれ’ており，家計の預・貯金需要の計測という

本稿の目的にはそぐわないものである。

10）　このことは，一定の密度で世帯が分布している

一定の広さの地域においては，供給される店舗サーヴ

ィスの量が店舗の数に比例することを意味している。

店舗の数が既に説明した店舗サーヴィスの量を直接表．

わしていると考えるのは単純すぎるかも知れないが，

ここでは，様々の店舗サーヴィスの生産が店舗との関

係で固定係数の関数で表現されるものと考．える。この

固定係数は，オーヴァー・タイムには金融一頃におい

て導入される技術刷新を反映して大幅に変化する可能

性がある。それゆえに本稿で指数化した店舗サーヴィ

スの大小関係を異時点間で比較することは，あまり意

味がないかも知れない。しかし，地域間ではその固定

係数に大きな差異はないと想定する。さらに，ここで

は次のことが仮定されている。すなわち，任意の家計

から一定距離内にあって，その家計が利用できる銀行

の店舗が他の家計のそれと競合する場合にも，その店．

舗が家計にもたらす非金銭的便益が不変だということ

である。要するに，店舗における混雑現象に伴う負の

便益をここでは無視する。もしこれらの想定が現実に

反しているとしたら，これらの想定に依拠して作成さ

れた店舗サーヴィスの指数は，この節の前半で説明し

た交叉効果をもたらさないであろうと思われる。

11）　本稿で使用される世帯数は自治省「住民基本台
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グループ）の店舗数をB，その地域における世帯

数の分布密度（人口密度によって代理的に表現さ

れる）をπとすると，その地域の家計の住居から

その銀行（あるいはそのグループ）の店舗までの平

均的な距離4は次の式で表現されるであろう。

　　　　　　　　　4ニ1研翌週　　　　　　（4）

こめ距離♂の逆数，つまり（ハ昭／E）をもって，’そ

の地域の特定の銀行（ないしそのグループ）の店舗

サーヴィスの量を示す指標とするわけである。

　本稿では，各地域の世帯の分布密度を代理的に

表現する人口密度として，2種類のものが考えら

れる。第1のものは都道府県別の単純な人口密度

である。この尺度を用いて計算された店舗サーヴ

ィスの変数には全て浸の記号が，たとえばB＆i

といった具合につけられている。しかし，言うま

でもなくこの単純な人口密度は，本来家計がほと

んど全く存在しない，したがって銀行も存在し得

ない山岳地帯，工揚地帯などを含んでいる。店舗

サーヴィスの指標を作る観点から言えば，銀行の

存在し得る地域における人口密度を使用すること

が望ましいであろう。そこで第2のものとして，

国勢調査において各都道府県の「人口集中地区」

と定義さ・れる地域の人口密度（以下では「人口集

中地区人口密度」と呼ぶ）を用いて店舗サーヴィ

スの指標を作成する12）。この第2の人口密度を用

いて計算された店舗サーヴィスの変数には全て召

帳世帯数」（単位1，000世帯）によるものである。資料

出所は日本銀行統計局『都道府県別経済統計』。

ユ2）　総理府統計局『国勢調査報告』においては，人

口集中地区は次の叩合として定義されている。「国勢

調査調査区を基準単位地域として用い，市町村の境域

内．で人口密度の高い調査区（1平方キロメートル当り

約4，000人以上）が隣接して，国勢調査下市定時にお
ける人口5，000人以上を有する地域を構成している揚

合」。ただし，人口密度の統計は，5年おきに公表さ

れるものであり，昭和44年，45年，49年の資料にそ

れぞれ対応するものとしては45年，50年，55年の統

計が存在する。本稿では，昭和44年，49年，54年の

各店舗サーヴィスの指数を作成するに当って，それぞ

れ45年，50年，55年の人口密度統計を用いている。

昭和55年に関しては「人口集中地区人口密度」の統

計が利用可能でなかったため，54年の店舗サーヴィ
スめ算出に際しては，50年の人口集中地区人口密度
を用いた。また人口密度の単位は1km2あたり人数で

ある。
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の記号が，たとえばB＆Bのようにつけられてい

る。また証券会社の店舗サーヴィスに関しても全

く同じ定義方法がとられている。

　以下の計測のために，3種類の銀行ないし金融

機関の店舗サーヴィスが上記の方法に従っ．て計算

された。．第1のものは民間銀行の店舗サーヴィス

β＆4，ないしβ8Bであり，店舗数としては各都

・道府県の都市銀行，地方銀行，相互銀行，信用金

庫，信用組合及び農業協同組合の店舗の合計がと

られている13）。第2のものは郵便局の店舗サーヴ

ィスP＆4，ないしP凹であり，店舗数としては

各地域の郵便貯金取扱局をとっている14）。第3の

ものは証券会社の店舗サーヴィス脳，ないし

8朋である15）。通常の人口密度を用いた店舗サー

ヴィスの指標では，地域間の人口密度Nの較差

が非常に大きいために，その地域間のバラツキが

極端になってしまう。この指標による叩合，たと

えば昭和54年の時点で民間銀行の店舗サーヴィ

スがもっとも多量に供給されている地域は東京都

であるが，その量は圧倒的なものであり，それが

もっとも少量しか供給されていない地域である北

海道の63倍強となる。郵便局の店舗サーヴィス

についてもほぼ同様の傾向をみることができる。

これに較べて，人口集中地区人口密度を用いて計

算された店舗サーヴィスの指数は，この人口密度

自体が比較的基準化されているので，その値の地

域的バラツキは前者のものほど極端ではない。第

　　　　’第2表各種店舗サーヴィスの地域的
　　　　　　　バラツキ（昭和54年）

βs／1

ps五

8口減

βsβ

PSB

s8β

平均値
（1）

1．323

1．070

0。142

0596

0，592

0．037

標準偏差
　（2）

2．009

1．050

0，385

0．160

0．180

0．027

変動係数
（2）1（1）

1．518

0，981

2．711

0．268

0．305

0．745

13）　資料出所，日本銀行統計局『都道府県別経済統

計』。なお，農業協同組合の店舗としては，貯金取扱

組合のみを考慮に入れている。

14）　資料出所は民間銀行の場合と同じ。

15）　証券会社の店舗としては，本店，支店，営業所

の合計がとられている。資料出所，大蔵省証券局『証

券局年報』。．
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第3表計測結果；（）内は♂統計量

σ

●

（A－1） S．44年 勤労者世帯 （A－2）S・44年 個人営業世帯

∬且 BSオ P8且 ss滋 互2 1・・ β8君 ps孟 ss孟 吾2

（1） 1沼
0，400
i13．32）

50．07

i1．85）

一88．58
i一2。50）

一37．44
i一〇。54）

0．8299
0527
i20．55）

23．58
i0．50）

一43．63
i一〇．72）．

一37．85
i一〇．32）

0．9177

（2） エ）P
0，090

i4．95）

一15．58
i一〇．94）

13．48
i0．63）

21．68
i0．51） 0．3522

0，037
i2．9S）

12．07
i0．52）

7．95

io．27）

一36．81
i一〇．64）

0．3564

（3） 1八十1）P
0，490
i14．91）

　　　34．49．　（1．16） 一75．10
i一1．94）

一15．75
i一〇．21）

0．8554
0，564
i24．00）

35．65
i0．82）

一35．68
i一〇．64）

一74．66
i一〇．69） 0．9414

（4） 1）B！F且 0．00413
i1．25）

5．10

i1．71）

一8．65

i一2．23）

一4．22
i一〇．55）

0．0438
0．00089

i0．46）

1．93

i0．54）

一3．65
i一〇．79）

一2．06
i一〇，23）

一〇．0600

（5） ρPIF五
一〇．00735
i一3．60）

一1．61
i一〇．87＞

1．82

i0。76）

1．87

io．39）
0．3016

一〇．00360
i一4．29）

0．07

io．04）

1．12

i0．56）

一1．10
i一〇．28） 0．2469

（6） （1）B十PP）／瑚
一〇．00322
i一〇．92）

3．49

i1．10）

一6。83
i一1．66）

一2．35
i一〇．29）

0．0972
一〇．00271
i一1．61）

2．00

io．64）

一2．52
i一〇．63）

一3．16
i一〇．41）

一〇．0041

F五 BSβ psβ SSB 吾2 1・・ BSβ psβ s8B 歪2

（7） PB 0，372

i11．17）

93．69
i2．43）

1．44

i0．03）

一82．29
i一〇．36）

0．8651
0，580
i16・34）

181．7
i2．57）

一159．5
i一1．98）

一677．2
i一1．63）

0．9265

（8） 1）P
0，117
i5，30）

一19．13
i一〇．75）

37．08
i1．29）

一226．59
i一1．50）

0．3936
0，025

i1．58）

一12。7
i一〇．35）

一26．1
i一〇．63）

415．3
i1．95） 0．3584

（9） 刀B十ρP
0，491

i13・67）

74．56
i1．80）

38．52

i0．83）

一308．88
i一1．26）

0．8899
0，533
i19．12）

169．0
i2・67）

一185．7
i一2．57）

一262．0
i一〇．70） 0．9499

（10） 1）β1F且
0．00089
io．24）

10．31
i2．43）

一〇．86

i一〇．18）

一2。88
i一〇。11） 0．2400

一〇．00047
i一〇．20）

11．01
i2．02）

一9．34
i一1．50）

一34．14
i一1．07） 0．0060

（11） DPIF五
一〇．00399
i一1．64）

一2．80
i一〇．99）

4．91

i1．55）

一18．40
i一1ユ0）

0．3625
一〇．00395
i一3．67）

一2．21
i一〇．90）

0．65

i0．23）

25．51

i1．77） 0．2467

（12） （1）β十PP）μ7且
一〇．00311

i一〇．83）

7．51

i1．73）

4．05

i0．83）

一21。28
i一〇．83） 0．3363

一〇．00441
i一2．12）

8．80

i1．86）

一8．70
i一1．62）

一8．63
i一〇．31）

0．0693

y BS且 Ps∠L ssゑ 驚2 γ BS五 Ps五 88且 麗2

（13） 1）β1F且
0．00911
i1．03）

5．53

i1・85）

一9．11
i一2．25）

一5．59
i一〇．74） 0．0320

0．00502
iL50）

1．95

i0．56）

一4．77
i一1．05）

一〇．91

i一〇．10）
一〇．0102

（14） PPIF五
一〇，01795

i一3．20）

一2．39
i一1．27）

2．87

i1．13）

4．11

i0．86）
0．2648

一〇．00367

i一2．16）

一〇．40

i一〇．23）

1．89

i0．82）

一1．28
i一〇．29） 0．0200

（15） （PB十DP）μ7五
一〇．00884
i一〇．94）

3．14

i1．00）

一6．24
i一1．46）

一1．47
i一〇．18） 0．0982

0．00135
io．44）

1．56

io．49）

一2．89
i一〇，69）

一2．19
i一〇．27）

一〇。0625

r βsβ PSB s8β 君2 ｝・ βsβ PSB ssβ 酉2

（16） 1）β1瑚
0．00363
i0．39）

10．33
i2．51）

一〇．47

i70．10）
一6。02

i一〇．22） 0．2417
0．00239
i0・69）

10．01
i1．87）

一7．16
i一1．14）

一41．00
i一1．40）

0．0166

（17） PP／F且
一〇．00521
i一〇．82）

一3。75
i一1．34）

5．63

i1，69）

一22．58
i一1．23）

0．3318
一〇．00177
i一1．00）

一3．91
i一1．42）

3．16

i0．98）

5．70

i0・38） 0．0233

（18） （Dβ十1）P）1F且
一〇．00158
i一〇．16）

6．59

i1．55）

5．16

i1．02）

一28．60
i一1．03）

0．3257
0．00062
i0．20）

6．10

i1．24）

一4．00
io．70）

＿35．30
i一1．31）

一〇．0321

噂

6

2表に，例示的に昭和54年時点の計算された民

間銀行店舗サーヴィス．8棚，β8B，郵便局店舗サ

ーヴィス．P＆4，P8B，証券会社店舗サーヴィス

8＆1，88Bの平均値，標準偏差，変動係数が与え

られているが，いずれの店舗サーヴィスについて

も，その変動係数は通常の人口密度を用いて計算

された場合（幻の方が，人口集中地区人口密度を

用いて計算された揚合（B）に比べて有意に大きく

なっている。

　また，民間銀行の店舗サーヴィスと郵便局の店

舗サーヴィスとの地域的なバラツキを変動係数で

みると，少なくとも基準化された入口集中地区人

口密度を用いて算出された指標については大きな

差異はないことが分る6他方，証券会社の店舗サ

ーヴィスは，いずれの人口密度を用いる場合にも，

民間銀行や郵便局のそれに比較して有意に高い変

動係数の値を示している。これは，証券会社の店

舗が大都市およびその周辺の地域に集中している

ために，その地域的分布の状態が民間銀行や郵便

局よりも有意に偏っているという事実を反映した

ものである。
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（B－1） S・49年 勤労者世帯 （B－2） S．49年 個人営業世帯

F且 8s五 Ps且 ssオ 葺2 F五 BS五 Ps孟 ss浸 刀2

（1）

i2）

i3）

i4）

i5）

i6）

1）B

P）P

cB十1）P

P）β／瑚

COPμ磁

iエ）B＋DP）μ磁

　0，455
D（15．12）．

@0．122
@　（5．79）

@0．577
i19．86）

@0．00079
@　（0．40）

黶Z．00251
i一2．14）

黶Z．00172
i一1．07）

　153．9
@　（3・14）

黷S3．3
i一1・25）

@110．6
@　（2．33）

@12．10
@　（3．80）

黷R，94
i一2．06）

@8．16
@　（3．11）

一196．2
i一2．86）

@44．7
@　（0．93）

黷P51．4
i一2．28）

黷P5．12
i一3．39）

@4．34
@　（1．62）

黷P0．78
i一2．94）

一305．6
i一2．17）

@57．4
@　（0．58）

黷Q48．2
i一1．83）

黷Q2．01
i一2．41）

@6．33
@　（1．16）

黷P5．68
i一2．09）

0．8378

O．4530

O．9005

O．2142

O．1236

O．2820

　0．540
@　（17．63）

@0．107
@　（6．71）

@0．647
@　（23．10）

黶Z．00123
i一1．16）

黶Z．00046
i0．75）

黶Z．00169
i一1．79）

　146．2
@　（1．82）

黷U2．9
i一1．51）

@83．3
@　（1．14）

@8．91
@　（3．21）

黷R．51
i一2．18）

@5．40
@　（2．18）

　　　、

黷Q03。5
i一1．83）

@118．2
@　（2．04）

黷W5。3
i一〇．84）

黷P1。32
i一2．95）

@5．60
@　（2．51）

黷T．72

i一1．67）

一188．9
i一α80）

黷P3．5
i一〇．11）

黷Q02．4
i一〇．94）

黷P3．71
i一1．69）

@2．10
@　（0．45）

黷P1，61
i一1．60）

0．8836

O．5374

O．9290

O．1635

O．0618

O．1036

F且 B8β P8β SSB 瓦2 F五 B8β psβ 88B 互2

（7）

i8）

i9）

i10）

i11）

i12）

Pβ

P）P

oβ十1）P

P）β1F滋

G）PIF孟

i1）B十1）P）1F孟

　0．445
@　（13．61）

@0．145
@　（6．51）

@0．590
i18．16）

黶Z．00048
i一〇．24）

黶Z．00113
i一〇．95）

黶Z．00161
i一〇．93）

　395．7
@　（4．12）

黷P44．0
i一2．20）

@251。7
@　（2．64）

@32．23
@　（5，55）

黷P1．59
i一3．32）

@20．65
@　（4．06＞

一174．2
i一2．12）

@128．0
@　（2．28）

黷S6。2
i一〇。57）

黷P8．64
i一3．75）

@　9。69
@　（3．24）

黷W．94
i一2．05）

一1425．3
i一2。37）

黷S10．6
i一1．00）

黷P836．0
i一3．07）

黷W7．53
i一2．40）

黷W．80
i一〇．40）

黷X6．33
i一3．02）

0．8525

O．5315

O．9041

O．3797

O．3050

O．3560

　0．554
@　（15．89）

@0．111
@　（5．84）

@0．664
@　（21．10）

黶Z．00100
i一〇．87）

黶Z．00019
i一〇．26）

黶Z．00118
i一1．13）

　275．7
@　（1．67）

黷P34．3
i一1．49）

@141．4
@　（0．95）

@20．15
@　（3。69）

黷W．02
i一2，39）

@12．12
@　（2．43）

一283．8
i一2．00）

@98．2
@　（1．27）

黷P85．6
i一1．96）

黷P8．15
i一3．87）

@7．19
@　（2．49）

黷P0．96
i一2．56）

一1949．0
i一1．97）

@193．7
@　（0．36）

黷P755．3
i一1．96）

黷W4．86
i一2．59）

@15．62
@　（o．77）

黷U9．24
i一2．32）

0．8888

O．5163

O．9337

O．2706

O．0765

O．1827

y B8盆 psオ ss且 』E2 7 13＆i 1「s五 ss五 葺2

（13）

i14）

i15）

Pβ伊且

P）P／瑚

i1）β＋DP）1F∠

　0．00350
@　（o．83）

黶Z．00765
i一3．16）

黶Z．00415
i一1．19）

　12．36
@　（3．92）

黷S．20
i一2．33）

@8．16
@（3．14）

一15．73
i一3．53）

@　5．16
@　（2．03）

黷P0．57
i一2．88）

一22．23
i一2．46）

@　6．35
@　（1．23）

黷P5．87
i一2．13）

0．2237

O．2147

O．2864

一〇．00002
i一〇．01）

@0．00078
@　（0．59）

@0．00077
@　（0。37）

　　9．09馳（3．23）

黷R．49
i一2．17）

@　5．59
@　（2，18）

一11．84
i一3．05）

@　5．36
@　（2．41）

黷U．48
i一1．83）

一14．05
i一1．71）

@　2．04
@　（o．43）

黷P2．02
i一1．60）

0．1367

O．0571

O．0385

y βsβ psβ ss8 一丑2 r βsβ P8β s8β 万2

（16）

i17）

i18）

PB／F五

oPIF五

i1）β十エ）P）ノF」

一〇．00170
i一〇．41）

黶Z．00425
i一1．75）

黶Z．00595
i一1．67）

　38．42
@　（5．61）

黷P1．15
i一3．28）

@21．27
@　（4．29）

一18．84
i一3．80）

@　9．19
@　（3．16）

黷X．65
i一2．27）

一84．74
i一2．39）

黶Z。97
i一〇．05）

黷W5．71
i一2．81）

0．3813

O．3381

O．3837

一〇．00091
i一〇．38）

@0．00235
@　（1，67）

@0．00145
@　（0．66）

　20．74
@（3．75）

黷W．68
i一2．65）

@12，05
@（2．38）

一18．43
i一3，64）

@　9．14
@　（3．05）

黷X．29
i一2．00）

一95．69
i一3．20）

@　3．31
@　（o．19）

Q92．38
i一3．37）

0．2601

O．1329

Oユ667

．
．

噌

第3節：計測結果

　第3表は，第2節に説明された家計の預・貯金

需要に対する店舗サーヴィスの効果を計測した結

果である。そこでは，既に述べた2通りの店舗サ

ーヴィスの定義に対応して，同一のspeci飾＆tion

の回帰式をそれぞれ別個におこなっている。Spec－

i血cationとしては，被説明変数をDB，一Z）Pのよ

うに預・貯金の絶対額にしたものと，D．B／瑚，

DP／理のように二二・貯金の金融資産保有逆理

に占める比率（百分率）にしたものの2通りが選ば

れている。また，説明変数としては家計の金融資

産残高瓦416）と民間銀行，郵便局，証券会社の店

舗サーヴィスB＆4（又はB諮），P＆4（又はP8B），

S＆4（又は甜B）が選ばれているが，金融資産残高

に占める預・貯金保有額の比率を被説明変数とす

る回帰式では，瑚の代りに家計の年間収入rを

説明変数としたものの計測結果も第3表に示して

ある。第3表の結果に即して，店舗サーヴィスめ

効果に関して重要と思われる点を以下に列記する

16）　『全国消費実態調査報告』においては，「貯蓄現

在高」となっている。

，
．



，

●

，

‘

Ju1．　1982 家計の預・貯金需要と店舗サーヴィス

第3表　（続　き）

227

（C－1） S．54年 勤労者世帯 （C－2）S・54年 個人営業世帯

F五 Bs且 ps五 ss五 琵2 F五 BS孟 ps且 ss且 万2

（1）

i2）

i3）

i4）

i5）

i6）

1）B

P）P

P）β十DP

P）BIF孟

P）Pμ磁

i1）B十1）P）／Fオ

　　0，449
@　（15．81）

@　0．122
@　　（7．08）

@　0．571
@　（21．63）

@0．00014
@　　（0，18）

黹ｿ00114
i一2．48）

黶Z．00100
i一1．48）

　　323．6

@　（3．49）

黷P87．9
i一3．33）

@　135。7

@　（1．57）

@　10．09

@　（3．93）

黷T．48
i一3．64）

@　4．61
@　（2．08）

一509．3
i一4．04）

@232．9
@　（3．04）

黷Q76．3
i一2．36）

黷P5．39
i一4．41）

@　6．91
@　（3．38）

黷W．48
i一2．81）

一525．6
i一2．04）

@346．1
@　（2．20）

黷P79．4
i一〇．75）

黷P5．74
i一2．21）

@　9．82
@　（2．35）

黷T．92
i一〇．96）

0．8433

O．6320

O．8190

O．3417

O．2206

O．3478

　　0．540

@　（17．09）

@0．110
@　　（6．52）

@0．650
@　（22．85）

@0．00011
@　　（0．19）

黶Z．00050
i一1．48）

黶Z．00039
i一〇．77）

　　132．1

@　（0．92）

黷Q54．3
i一3．30）

黷P22．1
i一〇．94）

@　3．94
@　（1．48）

黷T。92

i一3，84）

黷P．98
i一〇．86）

一405．8
i一2．10）

@　379．6
@　（3・68）

黷Q6．2
i一〇．15）

@　一9．46

i一2．65）

@　8．59
@　（4．15）

黶Z．88
i一〇．28）

379．9
i0．92）

R225
i1．47）

V02．4
i1．89）

S．21

i0．55）

W．11

i1．84）

P2．31
i1．88）

0．8777

O．5806

O．9285

O．1082

O．2410

O．0276

F五 βSB ．P8β SSB 兎2 F遼 βSB psβ
8sβ　　　　　， 表2

（7）

i8）

i9）

i10）

i11）

i12）

Dβ

P）P

G）β十PP

cBμ74

oPIF且

i1）β十エ）P）μア五

　　0．443

@　（12．86）

@0．142
@　　（7・22）

@0．585
@　（18．75）

黶Z．00028
i一〇，30）

黶Z．00057
i一1。11）

黶Z．00085
i一1．06）

　644．6
@　（3．16）

黷R46。7
i一2．98）

@298。0
@　（1．61）

@22．00
@　（4．oo）

黷P0．85
i一3．57）

@　11．15

@　（2．36）

一132．5
i一〇．74）

@213．6
@　（2．09）

@81．0
@　（0．50）

黷W．41
i一1．74）

@　7．06
@　（2．64）

黷P。35
i一〇．33）

一3158．3
i一2．63）

@　280．0
@　（o．41）

黷Q878．2
i一2．65）

黷W2．63
i一2．56）

@　10．44
@　（0．58）

黷V2．19
i一2．60）

0．8190

O．6270

O．9055

O．2797

O．2399

O．2931

　　0．537

@　（13．62）

@　0．112
@　　（5．38）

@0．649
@　（18．84）

@0．00006
@　（0．08）

黶Z．00041
i一1．01）

黶Z，00036
i一〇．59）

　323．3
@　（0．99）

黷S23．3
i一2．46）

黷P00．0
i一〇．35）

@　8。91
@　（1．47）

黷P0．53
i一3．11）

黷P．61
i一〇・32）

一168．4
i一〇，59）

@　373．7

@　（2・49）

@　205．3

@　（0．83）

黷U，31
i一1．19）

@　10．08
@　（3．41）

@　3。77
@　（0．85）

一249．1
i一〇．13）

P438．9
@　（1．45）

P189．9
@　（0．73）

黷P9．71
i一〇．57）

@　35．85．

@　（1．84）

@　16．14
@　（0．55）

　　0．8598

@0．5268

@　0．9228

|0．0374

@　0．1759

|0．0604

r βs孟 ps且 88五 万2 γ βs且 ps且 s8且 漉2

（13）

i14）

i15）

1）β1Fオ

P）P1∬且

i1）．B十1）P）μM

一〇．00053
i一〇．28）

黶Z．00220
i一1．94）

黶Z．00273
i一1．69）

　　9．82

@　（3．85）

黷T．20
i一3．39）

@　4．62
@　（2．11）

一14．99
i一4．35）

@　6．44
D（3．11）

黷W。55

i一2．89）

一15．19
i一2．13）

@　9．48
@　（2．21）

Q5．71
i一〇．93）

0．3424

O．1800

O．3573

　0，00125
@　　（0．92）

黶Z．00158
i一2．03）

黶Z．00033
i一〇．28）

　　4．10
@　（1．56）

黷T．89
i一3．92）

黷P．79
i一〇．78）

一9．47
i一2．69）

@　8．36
@　（4．15）

黷P．11
i一〇．36）

2．93

i0．39）

W．81

i2．03）

P1．74

i1．78）

0．1251

O．2731

O．0155

r B8B ∫「s8 SSB 梵2 y BSβ Ps8 ssβ 刀2

（16）

i17）

i18）

1）βμ711

cPIFオ

iPB十1）P）1Fオ

一〇．00237
i一1．11）

黶Z．00046
i一〇．38）

黶Z．00283
i一1．55）

　22．12
@　（4．12）

黷P0．40
i一3．41）

@　11，71

@　（2．54）

一8。65

i一1．82）

@　6，84
@　（2．53）

黷P．81
i一〇．44）

一72．92
i一2．42）

@　2．80
@　（0．16）

黷V0．12
i一2．71）

0．2989．

O．2203

O．3133

　0．00144
@　　（0．90）

黶Z．00116
i一1．29）

@0．00028
@　　（0．20）

　　9．01

@　（153）

黷P0．06
i一3．04）

黷P．05
i一〇．21）

一5．45

i一1．03）

@　9．44
@　（3。17）

@　3．99
@　（0．89）．

一29．44
i一〇．92）

@　34。65
@　（1．92）

@　5．21
@　（0ユ9）

一〇．0181

@0．1880

|0．0680

　（注）　この第3表においては，紙幅の関係で定数項の部分を割愛してある。

ことにしよう。

　（1）民間銀行および郵便局の店舗サーヴィス

に関する交叉効果は，符号条件についてみるかぎ

り店舗サーヴィスの指数を作る上で通常の人口密

度を使おうとも，あるいは人口集中地区人口密度

を使おうとも，計測結果にはっきりとあらわれて

いると言える。（ただし昭和44年についての計測

結果の中には，符号条件があらかじめ想定された

ものと厳密には一致しない場合が含まれている。）

また，この交叉効果の有意性も一般的に言うと十

分に高いと言えよう。この意味で，本稿で定義し

た店舗サーヴィスの指数は一応妥当なものとみる

ことができよう。ただし，昭和44年については

この点例外で，むしろ交叉効果の有意性はあまり

高くなっていない。したがって為Bいずれの店

舗サーヴィスの指数を用いるにせよ，昭和44年

に関しては，この指数の妥当性は必ずしもはっき

りしない。以上の点については，計測の対象が勤

労者世帯であろうとも，個人営業世帯であろうと

も，また計測式のspeci且cationを変えても，ほ

とんど全く変わりがない。

　（2）店舗サーヴィスが家計の預・貯金需要全
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体に与える効果は，民間銀行と郵便局とではかな

りはっきり異なっている。民間銀行の店舗サーヴ

ィスは，．上記（1）で述べたように民間銀行預金に

対する家計の需要にプラスの効果を与える一方，

郵便貯金に対する需要にマイナスの効果を与える

という意味で明瞭な交叉効果をもっているが，し

かしこれら2つの効果を総合すると，有意にプラ

スになる傾向がみられる。他方，計測結果による

と，郵便局の店舗サーヴィスの増加は，家計の郵

便貯金需要を増加させる以上に，民間銀行の預金

に対する需要を削減させる効果をもっている。つ

まり，郵便局の店舗サーヴィスは家計の預・貯金

需要総額に対して有意にマイナスの効果を与える

傾向が強いのである。ただし，民間銀行の店舗サ

ーヴィスが家計の預・貯金需要全体に有意なプラ

スの効果を与えるという傾向は，個人営業世帯の

計測結果にはむしろ当てはまらない。昭和54年

には店舗サーヴィスのいずれの定義に従っても，

個人営業世帯の預・貯金総需要に与える民間銀行

店舗サーヴィス．のインパクトは全く有意でない。

また昭和49年の計測では，店舗サーヴィスの定

義の違いによって，その有意性はかなり大幅に変

化している17）。

　（3）証券会社の店舗サーヴィス鋤ないし

88Bは昭和44年についてみると，家計の預・貯

金需要に全く有意な影響を与えていない。しかし，

昭和49年，54年についての計測結果によると証

券会社の店舗サーヴィスは家計の預・貯金需要総

額にマイナスの影響を与える傾向を示している。

そして，このマイナスの効果は，主として銀行預

金需要への有意なマイナス効果を反映していると

言えよう18）。

第4節：結

Vo1．33　No．3

論

　わが国では，各地域において都市銀行から郵便

局に至るまでの非常に数多くの銀行・金融機関が

預・貯金サーヴィスを供給している。どの地域

（都道府県）をとってみても，ある特定の銀行，あ

るいは少数の銀行がこの預・貯金サーヴィスの分

野で圧倒的なシェアを占めているわけではない。

各地域の預・貯金の市隠は，単純にその構造をみ

れば非常に競争的である。したがって，本稿にお

いてその指標を定義した店舗サーヴィスの量がよ

り多く供給されている地域ほど，店舗サーヴィス
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　という非金銭的便益をめぐる銀行間の競争は激し

コ

いと考えてよいだろう。本稿の計量分析は，この

店舗サーヴィスをめぐる非価格競争が単に競争相

手の（郵便局をも含む）銀行・金融機関と預・貯金

を奪い合うばかりでなく，全体．として家計の預・

貯金需要を引上げる効果をもっていたことを示唆

している。つまり預・貯金金利に．対する規制は存

在したものの，預・貯金を取扱う銀行間の非金銭

証券会社店舗サーヴィス8＆歪ないし8紐を説明変数
に加えることによって，民間銀行預金に対する家計の

需要刀BないしDβ伊・4における民間銀行の店舗サー
ヴィスの有意性は高まる傾向を示す。

　このことは，次のように説明できるであろう。既に

述べたように大都市圏においてより多く供給されてい

る証券会社の店舗サーヴィスが，とくに家計の銀行預

金に対する需要を相対的に低めている。しかし回帰圏

の中に証券会社店舗サーヴィスを含めないと，この効

果が民間銀行の店舗サーヴィスの説明力を低める形で
姿を現わすというわけである。なお証券会社の店舗サ

ーヴィスの重要性に関しては，前出脚注7）を参照さ
れたい。

F4 BS．4　　1「s．4　　盃2

17）　個人営業世帯の預金需要は銀行の取引関係

とりわけ，銀行からの借入れ’に対応した預金残高の保

有など一によっ七規定される側面が強いために，勤

労者世帯の場合に比べて店舗サーヴィスがあまり重要

な役割をはたしていないであろう。個人営業世帯につ

いての計測結果がやや不安定なのは，この事情を反映
したものかも知れない。

18）下の表は例示的に昭和54年勤労世帯の預・貯
金需要を，証券会社店舗サーヴィスを説明変数からと

り除いて計測した結果である。この表の（1）と（4）を第

3表（C－1）の（4），（10）と比較すれば明らかなように，

（1）1）BIF五

（2）エ）PIF且

（3）　（1）B十1）P）117「ンi

習lll（5．833．30）ご1：1い2826

－0．00096　　－2．82　　　　　5．24

　　　　　　　　　　　0．1390（一2．01）　　（一2．71）　　　（2．60）

一〇．00111　　　　3．00　　　－7947

　　　　　　　　　　　0．3490（一1．67）　　　（1。96）　　（一2．05）

F五 BS13　　　　　　1「SB　　　　　　二薔12

（4）　1）13／F1i

（5）1）P1刃五

（6）　（1）B十1）1】）117「≧4

一〇．00154　　　14．70　　　－2．41

　　　　　　　　　　　0．1868（一1。84）　　　　（2．95）　　（一〇．54）

一〇．00041　　－9幽93　　　　　6．30

　　　　　　　　　　　0．2515（一〇。95）　　（一3．85）　　　（2．71）

一〇．00195　　　　4．78　　　　　3．89

　　　　　　　　　　　0ユ984（一2匿70）　　　（1，11）　　　（1．00）

9

．じ

脅

，　．



●

Ju1．　1982 家計の預・貯金需要と店舗サーヴィス

的便益を通じる競争は，家計の預・貯金需要全体

を増加させるという意味で，ある程度有効だった

と言えよう。しかし，このことは郵便局の店舗サ

ーヴィスについては妥当しない。この点では，家

計の預・貯金需要に対する店舗サーヴィスの効果

は依然として曖昧である。本稿の分析結果では，

証券会社の店舗サーヴィスも家計の預・貯金需要

に有意な影響を与えている。とくに，昭和49年，

54年の計測結果にそのことが比較的明瞭に示さ

れている。証券会社によって扱われる商品の標準

化が進み，小口化されたものが増えるに従って，

家計の金融資産選択において証券会社の店舗サー

ヴィスの重要性が高まりつつあることを，この計

測結果は反映しているとみるべきであろう。

　最：後に，本稿で暫定的に定義された店舗サーヴ

ィスの指標は，少なくとも計測の結果から判断す

るかぎりでは，さほど的はずれの指標とは言えな

22幽

いであろう。しかし，昭和44年のデータに基づ

く計測からは十分に有意な結果は得られていない。

このような計測結果の不安定性が何故に生じてい・

るかを明らかにするためには，店舗サーヴィスの

指標の妥当性についての別の角度からの検討が必

要となるであろう。また，通信技術等の発展に伴

って，次第に店舗サーヴィスの質が変化しつつあ

ると言われる。比較的単純な機械設備が従来のよ

うな多数の行員を擁する店舗とほぼ同等の機能を

発揮する可能性が高まっているのである。こうし

た技術刷新の影響は，本稿が検討した店舗サーヴ

ィスの効果の方向に重大な影響を与えるかも知れ

ない。これらの点は今後検：討されるべき課題であ

る。

　　　　　　堀内昭義（一橋大学経済研究所）

　　　　　　佐々木宏夫（一橋大学大学院博士課程）
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